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4．その他  
・医療制度改革の概要について   



良質な医療を提供する体制の確立を図るための  

医療法等の一部を改正する法律の概要   





健康保険法等の一部を改正する法律の骨子  

医療保険制度について、国民皆保険を堅持し、将来にわたり持続可能なものとしていくため、「医療制度改革大綱」（平成17年12月1日  

政府・与党医療改革協議会決定）に沿って、‘医療費適正化の総合的な推進、新たな高齢者医療制度の創設、保険者の再編・統合等所要の措  

置を講ずる。  

1 医療費適正化の総合的な推進  
（1）医療費適正化計画の策定   

○ 生活習慣病対策や長期入院の是正など中長期的な医療費適正化のため、国が示す基本方針に即し、国及び都道府県が計画（計画期間5  

年）を策定【平成20年4月】   

（2）保険者に対する一定の予防健診等の義務付け   

○ 医療保険者に対し、40歳以上の被保険者等を対象とする糖尿病等の予防に着目した健診及び保健指導の実施を義務付け【平成20年  

4月】   

（3）保険給付の内容・範囲の見直し等   

○ 現役並みの所得がある高齢者の患者負担を2割から3割に弓lき上げ【平成18年10月】   

○ 療責病床に入院する高齢者の食費・居住費の負担を見直し【平成18年10月】   
○ 傷病手当金・出産手当金の支給率等を見直し【平成19年4月】   
0 70歳から74歳までの高齢者の患者負担を1割から2割に引き上げ【平成20年4月】   
○ 乳幼児に対する患者負担軽減（2割負担）の対象年齢を3歳未満から義務教育就学前まで拡大【平成20年4月】   

（4）介護療養型医療施設の廃止【平成24年4月】  

2 新たな高齢者医療制度の創設  
（1）後期高齢者医療制度の創設【平成20年4月】   

0 75歳以上の後期高齢者の保険料（1割）、現役世代（国保・被用者保険）からの支援（約4割）及び公費（約5割）を財源とする新た  
な医療制度を創設   

○ 保険料徴収は市町村が行い、財政運営は都道府県単位で全市町村が加入する広域連合が実施   
○ 高額医療費についての財政支援、保険料未納等に対する貸付・交付など、国・都道府県による財政安定化措置を実施   



（2）前期高齢者の医療費に係る財政調整制度の創設【平成20年4月】   
0 65歳から74歳までの前期高齢者の給付費及び前期高齢者に係る後期高齢者支援金について、国保及び被用者保険の加入者数に応じ  

て負担する財政調整を実施   
○ 退職者医療制度について、平成26年度までの問における65歳末満の退職者を対象として、現行制度を経過措置として存続  

3 保険者の再編・統合  
（1）国保の財政基盤強化  

○ 国保財政基盤弓垂イヒ策（高額医療費共同事業等）の継続【公布日（平成18年4月から適用）】  
○ 保険財政共同安定化事業の創設【平成18年10月】   

（2）政管健保の公法人化【平成20年10月】  
○ 健保組合の組合員以外の被保険者の保険を管掌する全国健康保険協会を設立  
○ 都道府県ごとに、地域の医療費を反映した保険料率を設定  
○ 適用及び保険料徴収事務は、年金新組織において実施   

（3）地域型健保組合【平成18年10月】  

○ 同一都道府県内における統合を促進するため、統合後の組合（地域型健保組合）について、経過措置として、保険料率の不均一設定を  
認める  

4 その他  
○ 保険診療と保険外診療との併用について、将来的な保険導入のための評価を行うかどうかの観点から再構成【平成18年10月】  

○ 中医協の委員構成の見直し、団体推薦規定の廃止等所要の見直しを実施【平成19年3月】  等  

（注）【】内は施行期日   



良質な医療を提供する体制の確立を図るため  

の医療法等の一部を改正する法律について   

政府・与党医療改革協議会により、平成17年12月1日に取りまとめられた「医療制度改革大  
綱」に沿って、国民の医療に対する安心・信頼を確保し、質の高い医療サービスが適切に受けられ  
る体制を構築するため、患者等への医療に関する情報提供の推進、医療計画制度の見直し等を通じ  
た医療機能の分化・連携の推進、地域や診療科による医師不足問題への対応等の措置を講ずる。   



・■  

i良質な愚を離する㈱の敵を図るための医艇等の一部を粧する法律の概要   





2．医療計画の見直し等を通じた医療機能の分化・連携の推進（医療法）   



・ノー†て            二⊥・・  

3．地域や診療科による医師不足問題への対応（医療法）  

革大綱（平成17年12月1日 政府■与党医療改革協議会）聴牌  

（医師不足問題への対応）   

地域ごとの医師の偏在により、へき地等における医師不足が大きな問題となっている。また、小児科、産科などの特定の  

診療科における医師の不足が深刻化している。このため、都道府県ごとに医療対策協議会を設置し、医学部入学定員の地   



4．医療従事者の資質の向上（医師法等）  

ぐ信頼できる医療の確保）   

信頼できる医療を確保していくため、患者のニーズや医鱒現場の実態を踏まえ、以下の対策を推進する一   

・医療従事者の資質向上   

安心、安全な医療を提供し、国民の医療に対する信頼を確保するため、行政処分を受けた医師等への再教育  

制度の創設等、医療従事者の資質の向上に向けた取組みを推進する。  

【現行制度の課題】  

◆ 業務停止を受けた医師、歯科医師、薬剤師、   

看護職貞は、医業停止期間を過ぎれば、特段   

の条件なく医業（歯科医業）等に復帰でき、   

業務停止という行政処分だけでは、十分な反  

省や適正な医業等の実施が期待できない。  

◆ 長期にわたる集務停止については、豊生塾   

の医療技術を保つことが困難であり、また、   

停止期間中の医療技術の進歩も十分に習得で  

きていないという懸念がある。  

◆ 安全、安心な医療を確保する観点から、垂   

護職眉に関する制度見直しの検討が必要で   

ある。   



5．医療法人制度改革（医療法）  

【医療制度改革大綱 （平成17年12月1日 政府・与党医療改革協議会） 抜粋】  
（医療法人制度改革）  

公益性の高い法人  

◎非営利性の徹底を通じた医療法人に如する国民の信頼の確立【  
◎「官から民への凍れ」、「官民のイコーリレフツティシタ」をふ手え、‡従来公立病儀漕が担っていた医療を民間の＋医療法人が積捷的に担うよう  
権進。 
由 

特定医療法人  ★社会医療法人制度の創設  
烈の匹ヰ法  
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特別医療法人  

財団医療法人  財団医療法人  

社団医療法人  
社団医療法人  

出資昏限度法人制度   

への円滑な移行  

（十分な経過措置）   

◆佳良が望む  
医療の提供  

◆住民からの  
信頼確保  

◆適切な緑営  
資源の投入  

◆効率的な  
簡営管理体制  ◆住民が支える  

医療サービスの実現  
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6．有床診療所に対する規制の見直し（医療法）  

○有床診療所のこれまで果たしてきた役割や今日提供している医療の状況等を踏まえ、48時間の入院期間制限規定を廃止  

する。  

○上記規定の廃止に伴い、患者の緊急時に対応する徳葡嶺操ゐ義轟づけや医療綻筆者ゐ鹿馨等あ痛東南蓑を行わせると  
ともに、医療計画の基準病床数制度の対象とする。  

48時間の入院期間制限  

人員配置標準の規定なし  

医療計画の基準病床数制度の対象外  
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（対象）新制度施行後に新穀されるもの  

※既撃の有珠診療所め一般病床l；ついては、新た岸許可   

を得ることは求めない。   
■‘  二■■  ▲  
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※ 有床診療所の療養病床は、長期入院を対象とする病床であるため制度   

が異なる（入院期間制限なし、人員配置標準の規定あり．、医療計画の基準 て   

病床数制度の対象）  



ト医療安全支援センターの制度化など医療安全対策の充実   
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施   行 期   日  

◎ 平成19年4月1・日を基蒸。 嘉有康診療所の見直し隠、平成19年1月1日  

薬剤師、看護師等に係る再教育の義務化、行政処分の類型の見直し等については、平成20年4月1日   



健康保険法等の一部を改正する  

法律について．  

厚 生 労 働 省   



、
乳
1
－
 
 
 

閂ラ 生活習慣病対策や長期入焼の是止′ふど中長期的な医療費適正化のための医療費適正化計画の策定   

【平成20年4月～】  

（2）保険給付の内容・範囲の見直し等   

▲ 現役並みの所得がある高齢者の患者負担の見直し（2割→3割）、療養病床の高齢者の食費■居住費の  

見直し【平成18年10月～】   

■ 70～74歳の高齢者の患者負担の見直し（1割→2割）、乳幼児の患者負担軽減（2割）措置の拡大（3歳   

未満→義務教育就学前）【平成20年4月～】  

（3）介護療養型医療施設の廃止【～平成24年4月】  

l【平成20年4月～】  

（1〉 後期高齢者（75歳以上）を対象とし漁期高齢者医療制度の創設  

ほ〉 前期高齢者（65歳～74歳）の医療費に係る財政調整制度の創設  

位華甲由比た呆除の再編・統 

＝）国保財政基盤強化策の継続【平成柑年4月】、保険財政共同安定化事畢【平成柑年10月～】  

（2）政菅健保の公法人化【平成20年10月～】  

（3）地域型健保組合の創設【平成18年10月～】  

中医協の委員構成の見直し、団体推薦規定の廃止等所要の見直し【平成19毎3月】等   
i一由■i■貞■山iiこ左記＝＝＝こ‾‾‾‾‾‾‾‾売＝＝＝＝こ＿！つ．J－．芯、、・▲．‘さ、・一、忘＝＝＝＝：＝「－ 



施行時期   主な改正内容   改正対象法律   

公布日（平成18年4月適用）  ・国保財政基盤強化策の継続   国民健康保険法   

平成18年10月   ・現役並み所得を有する高齢者の患者負担の見直し（2割→3割）   健保法等医療保険各法  

■療養病床に入院する高齢者の食費・居住真の見直し   健保法等医療保険各法  

1保険診療と保険外診療との併用について再構成   健保法等医療保険各法  

・保険財政共同安定化事業の創設   国民健康保険法  

・地域型健保組合の創設   健康保険法   

平成19年3月   ■中医協の委員構成の見直し、団体推薦規定の廃止   社会保険医療協議会法   

平成19年4月   ■傷病手当金、出産手当金の支給率等の見直し   健康保険法（※）   

平成20年4月   ・70歳～74歳の高齢者の患者負担の見直し（1割→2割）   健保法等医療保険各法  

・乳幼児の患者負担軽減（2割）措置の拡大（3歳未満→義務教育就学前）   健保法等医療保険各法  

○題名を「高齢者の医療の確保に関する法律」に改正   老人保健法  

・医療貴通正化計画   ／／  

※保険者に対する一定の予防健診等の義務付け   ／／  

■後期高齢者（75歳以上）を対象とした後期高齢者医療制度の創設   ／J  

■前期高齢者（65歳～74歳）の医療費に係る財政調整制度の創設   ／／   

平成20年10月   ・政管健保の公法人化   健康保険法   

平成24年4月   ・介護療養型医療施設の廃止   介護保険法   

【注】（※）は被用者保険各法共通   



1医療費適正化の総合的な推進   



中長期的な医療貴通正化方策  

w F成20年度を初年度と．y医療費適正化計画（5年計画）において、政挙目標を掲げ、医療費の伸びを適正化  
・生活習慣病予備の徹底→政策眉壊：生活翠愕病有病者・予備群を25％減少く平壌27く2015）年度）  
平均在院日数の短縮 →政策目標：登園平均（36日）と最短め長野農（27日）の差を半分に鎗小（愕  

○都塵南県医療費適正化計画の作成  

0 事業実施  
（生活習慣病対策）   

■保険者事業（健診・保健指導）の樟導  

・市町村の啓発事業の指導  
（在旗日数の短縮）  

・医療機能の分化・連携の推進、在宅医療の推進  
・病床転換の支援  

b計画の進捗状況の評価（中間年・平成22年度）、  
（最終年の翌年・平成25年慶）  

．、・L∴  
．J 

保険者 40歳以上の加入者に対して、糖尿病等に着目した健康診査及び保健指導の実施を義務付け   



保険給付の内容・範囲の見直し等  

○高齢者の患者負担の見直し（現行：70歳未満3割、70歳以上1割（ただし、現役並み所得者2割））   

・現役並み所得の70歳以上の者は3割負担   

▲ 新たな高齢者医療制度の創設に併せて高齢者の負担を見直し  
70～74歳 2割負担、75歳以上1割負担（現行どおり）  

○ 療養病床に入院している高齢者の食費・居住費の負担引上げ  

（平成18年10月～）  

（平成20年4月～）  

（平成18年10月～）  

○ 高額療養費の自己負担限度経の引上げ  

高額療養費の自己負担限度額について、低所得者に配慮しつつ、賞与を含む報酬総額に見合った  
水準に引上げ  

併せて、高齢者医療制度の創設に伴い見直し   

○ 現金給付の見直し   

・出産育児一時金の見直し（30万円→35万円）   

・傷病手当金及び出産手当金の支給水準の引上げ・支給範囲の見直し   

・被用者保険の埋葬料の定額化（5万円）   

○ 乳幼児に対する自己負担軽減措置の拡大  

（平成18年10月～）  

（平成20年4月～）  

（平成18年10月～）  

（平成19年4月～）  
（平成18年10月～）   

（平成20年4月～）   

高齢者医療制度の創設に併せて、乳幼児に対する自己負担軽減（2割負担）の対象年齢を3歳未満  

から義務教育就学前までに拡大  

（平成20年4月～）  ○ 高額医療・高額介護合算制度の創設   

○保険料賦課の見直し   

・標準報酬月額の上下限の範囲の拡大   

・標準賞与の範囲の見直し   

（平成19年4月～）  

（平成19年4月～）   



070歳以上の高齢者のうち、ノ現役並卑の所得中寿に句碑lま＞、項役と同様に3割県担とす私  

○・75歳以上の後期高齢者にらいては、1害嶋掛ただし、塊役垂疎野市車重奉す春着はき載無担ほする。  

（18年度）  

・70歳未満の肴については、これまてと同様に3割負担とし、70厳から74厳の舌については、2割負担i●たたし、現役並みの所  
得を有する肴は3割負担さとする、、その際、1割負担から2割負担となる7q裁から74歳まての低所得者については、自己負担限  
度療を据え置く措置痘議ず為。  （・20無塵）   



療養病床に入院する高齢者の食費1居住真の負担について  

1見直し実の概要   

（対 象 者）療養病床に入院する70歳以上の高齢者（18年10月以降）  

2万円）‡  （標準負担額）①食費  食材料責及び調理コスト相当を負担（4．  
②居住費 光熱水費相当を負担（1．0万円）  
※ 現行は食材料費相当を負担（2．4万円）   

※介護保険と同額  

※1割の定率自己負担と合計した場合の平均的な負担額は、9．4万円（介護保険は8．9万円）・   

（，保険給付）入院時生活療養の基準額から標準負担額を控除した額を入院時生活療養費として支給  
※ 現行の入院時食事療養費は、入院時食事療養の基準魚（日額1，920円）から標準負担績（一般所得で  
日嶺780円）を控除した額を入院時食事療養費として支給  

2 低所得者対策  

所得の状況に応じて食費及び居住真の標準負担額を設定し、負担の軽減を図る。  

－  

＜低所得者の食費・居住費負担額＞ 低所得者Ⅱ（住民税非課税世帯）  
低所得者Ⅰ②（年金受給績80万円以下等）  介護保険と同じ水車  
低所得者Ⅰ①（老齢福祉年金受給者）   

3 負担の対象外となる患者  

入院医療の必要性の高い状態（人工呼吸器、中心静脈栄養等を要する状態や脊髄損傷（四肢麻痛が見   
られる状態）、難病等）が継続する患者及び回復期リハを受ける患者については、現行どおり食材料真相当   
のみを負担することとする。  

4 新たな高齢者医療制度の創設に伴う措置  

新たな高齢者医療制度の創設と併せて、65歳以上70歳未満の者について同様の負担の見直しを行う。  
（平成20年4月～）   



高額療養費の基準額（自己負担限度額）の見直し  

弧1郎椚国債恕露摘1％  7望∴即氾円十＜医ま黄き光1懲  

∈ヰ柑草円き  

35、400円［据え世き】  

（24．600円）  

宅外来善  

ミままJQO円i80．．100円◆く医＃貴〉×11  

絢観j必が耶  

慌新得者  35．400円  

く24，600円）  

70鹸以上  
（外来さ  

＿＿＿ ヒ並み所得者 ヰヰ0．200円》 ヱ呈し旦⊆迫円トニ二医療糞ニ・×1ゝ  

i：争○；20q円）  

；12．000円さ   A（L呈⊆坦円  り2、000円：  

【据え置き】   

i8．000円！  24．600円［据え置き】  低所得者Ⅱ  ざ8．000円：、   24．600円  

15．000円【据えtきJ  低所得者l  ミ e、000円ン   15．000円  ミ 8．000円〉  

璧、こ医療費＞は全体の医療貴から、定群の限度縞に対応する医療費を控除した蹟  

ヰ‡ミ；内は多数隷当く4ケ月以上入映するような書合1の膿丘鰐  

華 人王道析を更する上位所得者ミ月収53万円以⊥については、自己負担限度栂を1万円から2万円に引き上けj r   



開罷の胃閤河邑 ∈画開閉画謁し（席20間■  

【平成20年4月～】   

《外来》  

《44．400円》 80，100円＋く医療費〉×1％  

（44，400円）  

【18年10月～】  

‘、外来j  

現役並み所得者・こ4ヰ、ヰ00円i80．100円＋√医療製：・×1㌔  

＼44．400円－  

一 般  ゼヱ皇jOO円二1  名1史．弼円畳  

ミ8、000円、さ   24、600円 し据え置き】  低所得者Ⅱ  ；●8．000円ミ・   24．600円  

く8．000円、さ  15．000円【据え壮き】  低所得者Ⅰ   ：8．000円．i  15．000円  

凝感度疾患〉は染鋒め医療費から鶴牽綴戯限度横に対応する怪療裁を捜険した填  
溌監き繭は多義許当∈ヰケ月以上Å尿するよぅな塔鰭き¢龍療録  

①高齢者医療制度の創設にあわせ、70最以上75歳未満の患者負担が1割から2割に変更と   
なることに伴い、一般の者の自己負担限度額を70歳未満の者（80，100円）と75歳以上の者   
（44，400円）の中間水準に設定する。  

②低所得者の自己負担限度額については、据え置く。  

（注）現役並み所得者については、3割負担のままであることから、変更なし。   



医療保険及び介護保険の自己負担の合計額が著しく高額になる場合に負担を軽減する仕組み  
を設ける。  

○制度の基本的枠組み   

①対象世帯 医療保険各制度（被用者保険、国保、後期高齢者医療制度）の世帯に介護保険受給者が存在  

する場合に、各医療保険者が、被保険者からの申請に基づき、高密療養費の算定対象世帯単位  

で、翠療と介護の自己負担岳を合井し、新たに設定する自己負担限度額を担える痩を支給する。   

②限度額 年額5¢万円（考人医療と介護億険の自己負担を合算した額め分布状況を踏まえて設定）  

を基本とし、医療保険各制度や所得区分ごとの自己負担限度額を踏まえてきめ細かく設定  

後期高齢者医療制度 （一般所得者）  56万円  

被用者保険又は国保 （70歳～74歳のみ・一般所得者）   62万円  

（70歳末溝を含む・一般所得者）   67万円   

③費用負担 医療保険、介護保候両方で、自己負担額の比率に応じて負担し合う。  



新たな高齢者医療制度の創設   



ゴ与う・一やr■  
ト■上′．手   こ■∴まィ・  

■  l、  

新たな高齢者医療制度の創設（平成20年4月）  

」、’こ   



＜対象吉敷＞ 75歳以上の後期高齢壱 約1、300万人  

＜後期蒔齢者医療費＞1 

給付費10．3兆円  患壱負担1．1兆円  

r全市町村が加入する広域連合】  

メ ー＜交付＞  
＜一括納付＞  

医療保険者  社会保険診療  

報酬支払基金  
健保組合  園保など  

（注1）現役並み所梅香については、老人保健法と同様に公井負担（50％）はないため、実質的な挙♯負担率は46％、後期高齢者支援金の負担率   
iま44％となる。  

（注2．）国保及び政管健保の後期高齢者支援金について、各々50％、16．4％の公賓負担があり、また、低所得者専の保険料踏矧こついて公賓負担  
があり、これらを含めた公賓負担率は58％となる。   



■「h  ・■■二菰・‖竃‾■．・■∴i■こ▲、 ： 
■・一  
l．  テ1  一、■  JTmrijl■騙1  

．保険料徴収は市町村が行い1、財政運善は都道府県単位せ全市町村が加入する広域嘩合が行う。  
広域連合の財政リスクの痙減については、国・都連府痕が共同して真底を乗たす瞳組みとする。このため、広域連合に対する高額  
な医療費等にういての国■都道府県による財政支援こ国■都道府県も拠出する基金による保険料未納等l享対する貸付・交付の仕組  

†・モ設けるムまた、候険料の年金からの特別徴収（夷剋き）を導入する。   



く保障鱒徴収リスク）・  

・給付費のうち9割は、公費と後期高齢者支援金により賄うこととしており、保険料収入で対応すべき部分は1割のみ  
・1割部分についても、  
ア 年金天引きを導入することなどにより、平均的には99％の徴収が確保される見込みであるほか、  
イ1％の未納リスクについても、・都道府県に設覆された財政安定化基金により貸付を行うとともに、  
り通常の徴収資力で徴収できない場合には、兼親分の半額を財政安定弛基金から交付することと．している。・  

各保険者の給付費  
未聞分について  
財政安定化基金が貸付  
半軌ま交付   

＝〇＞ノ  

′
∫
．
≡
魂
＼
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割
・
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9
 
 
 

g割は公賓 十  
後期高職者支援金  

でヂう：・  

年金天引き  

l…‾‾∴  

ど疋  
1C基金  

貸付交付  
半腐は交付）  

（給付増リスク）  

・給付費のうち媚帖、公費と壌期高齢考支擾金により賄うこ牢としており、保険料収入で対応す乍き部釧ま1割のみ。  
・高額な医療費については」その2分の1を国・都道府県が負担  

iさらに見込み以上の給付増について、都道府県に設置された財政安定化基金により貸付  

各保険者の給付費  
の見込み  

＃付糞の9割は  
公井 ＋  

後期高齢者  
支援金で賄う  

ヨ 
給付増に？いて財政  
安定化墓参より貸付  

二、・  

‾‾蘭画   



＋   



【蓼考2】計算式  【参考1】保険制等のま化（試算二）   

■壌劇痛飾磨潰担寧  
平成20年良  平成27年度  

1や％  1P．舎熊 
噂浄仁叩桝 
塗律ごとl云、∧L以下、のとおり改定  

1b弘＋・平成2d華族め若水徴担勤番球減猷 
画  

6．1万岡   8．5万円  

× 1／2  ×   

＊ 若人減少率芦  

1人当売り国領爆険料／年  7∴9万円   9、・7方円  

（注）人口雅散財替本の痔索推計人白ち（率成j4年蒲月ご推計）．」rこよる．。 
平鹿ご〇真皮の若人人口 一 社定年層の若人人口  

辛勝畔廣の若人天白   



対象者敷＞65～74歳の前期高齢者 約1、400万人   

6・1 
担1．1兆。  

84？も  16％  

輝前期高齢者に係る後期聯藍毯感馨緋労二監鞠鞠同様の調整を行う。   



＜現行＞  ＜改正後（平成20年度より）＞  
老人保健法の  
目的や趣旨を  
踏襲しつつ、  

それを発展させ  
るものとして、  

「高齢者の医療  
の確保に関する  

法律」へと改正   

老人保健法  高齢者の医療の確保に関する法律  

齢者医療制度  

齢者医療財政調整  

医療費適正化の推進  

市町村による健診等の  

一【健事業  
町村等医療保険者による生島  

慣病健診1保健指導の義務化  

t公差讐慧芳香も対象  

連
携
を
と
っ
て
稔
合
的
に
健
康
増
進
を
推
進
 
 
 

法的に連携を担保  

現在実施されて  
いる各種事業を  

健康増進法筆に  

より漏れなく継続  

して実施  

国民の健康増進に開  

基本方針等の作成  画氏の健康増進に関する  

基本方針等の作成  

市町村による生活習慣相  
談や生活習慣病以外の  

健診等の実施  

市町村による生活習慣〕  

談等の実施  

健康増進法等  健康増進法等  



3 都道府県単位を軸とした   

保険者の再編1統合一   



保険財政選挙の規模の適正鱒、地域の医療費水準に見合った保険料水準の設定の  
ため′、保険者についで、都道府県単位を軸とした再編・統禽を推進する。  

市町村国保  

彪βヴβロ動の  

彪ス者蓉斉チ董  

卓園一應拶腐靡者  

イ一勝臓  

潜余が夢抑  
新鹿好演顔者  

廓夢戯狩者  

0都道府県単性での市町村国保の保険  

料の平準化や財政の畢定化学図るため、  
保険財政共同安定化事業を実施する。   

0高額医療費共同事業や保横着衰援制  

度等の、市町村国保の財政基盤強化策  
を継続する。   

0小規模保険者の保険運営の広域化を  

図るため、都道府県が積極的な役割を 
果たす、。  

0同一都道府県内の健保組合  

の再編・統合の受け皿として、  

企業t蕉粗を超えた地域型健  

保組合の嶺立を認める。   

0国とは切噺離した全国単位の  

公法人を痩険者とt七殻立  

0都道府県単位の財政渾営を基  

本とし、都道府県ごとに地域  

の翠療衰を反映した保険料垂  

を設定する、   



保険者の再編・統合（国民健康保険）  

国民健康保険については、都道府県単位での保険運営を推進するため、保険財政の安定化と保険料平準化を  

促進する観点から都道府県内の市町村の拠出により医療費を賄う共同事業の拡充を図る。あわせて、保険者  
支援制度等の国保財政基盤強化策について、公費負担の在り方を含め総合的に見直す。  

平成17年12月18日の総務・財務・厚生労働3大臣合意において、以下の内容を平成18年度以降行うことを決定  

1．国保財政基盤強化策の誰続【公布日施行（平 

（1）高額医療費共同事業   
・高額な医療費の発生力唱保財政に与える影響を緩和するために、都道府県単位で財政リスクを分散する事業   
・事業規模：1，800億円程度（交付基準は70万円以上から80万円以上に引上げ）   
・事業主体：国民健康保険団体連 ・負担区分：市町村国保1／2、都道府県1／4、国1／4   

（2）保険者支援制度   
・市町村国保の財政基盤を強化するために、低所得者を多く抱える保険者を財政的に支援する制度   
・事業主体：市町村  ・負担区分：国1／2、都道府県1／4、市町村1／4   

（3）国保財政安定化支援事業   
・国保財政の安定化、保険料（税）負担の平準化等に資するために、市町村の一般会計から国保持合への繰入れを  
地方財政措置で支援する事業（市町村に対する地方財政措置：1，000億円程度）  

司安定化事業【平成18年10月施行   

都道府県内の市町村国保間の保険料の平準化、財政の安定化を図るため、一件30万円以上の医療費について、市町村園保  

の拠出による保険財政共同安定化事業を平成18年10月から実施（国保医療費の約4割が対象）  

3．上記は、平成21年度までの措置とし、市町村国保の財政状況や後期高齢者医療制度の創設に伴う影響を勘案し、  
平成22年度において見直しを行うものとする。   



A町  
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保険者の再編・統合 ～政府管掌健康保険～  

．政管健保の公法人化  

○健康保険組合に加入していない被用者の健康保険事業を行う保険者として  （以下「協会」  

において行う。   という．）を設立する（平成20年10月）。適用・徴収業務は、  

○ 組織  

・運営委員会（事業主3名、被保険者3名、学識経験者3名の計9名を大臣が任命）を設ける持予算、事業計画、   
保険料率の変更等は運営委員会の議を経なければならないものとする。  

－、理事長は、運営委員会の意見を聴いて、大臣が任命する。  

・都道府県ごとに支部を設けるとともに、評議会（事業主、被保険者、学識経験者から支部長が委嘱）を置き、   
支部の業務について意見を聴く。   



2．都道府県単位の財政  

○都道府県ごとに、年齢構成や所得水準の違いを調整した上で、地域の医療費を反映した保険料率を設定する。   

（なお、都道府県単位の保険料率への移行に伴い、保険料率が大幅に上昇する場合には」5年間に限り、激変緩和   

措置を講ずる）  

○都道府県単位保険料率は、各支部の評議会の意見を聴いた上で、運営委員会の議を経て決定する。■  

○ 協会成立後1年以内に都道府県単位保険料率を決定するものとし、それまでの間は政管健保の保険料率を適用  

政運営の安定化等  

○予算や事業計画、財務諸表等は大臣認可とする。  

○保険料率の変更は大臣認可とするとともに、保険料率の変更命令や職権変更の権限を大臣に付する。  

○保険料率の上下限（現行66％。～91％。）は、健保組合と同様とし、30％。～100％。に改める。（次ページ参照）  

02年ごとに5年間の収支の見通しの作成を義務づける。  

○準備金の積立てを義務づける。  

○借入金は大臣認可にする等の規制を行うとともに、借入金には政府保証を付すことができるものとする。  

4．設立に係る措置等  

○厚生労働大臣は、設立委員を命じて、定款の作成等の設立に関する事務を処理させる。  

○設立委員は、協会の職員の労働条件及び採用基準を作成する。社会保険庁からの職員の採用については、社会保   

険庁長官を通じて、募集を行う。  

○協会の成立の際、健康保険事業に関して国が有する資産及び負債は、政令で定めるものを除き、協会が承継する。  

○上記のほか、所要の経過措置を講ずる。   



○健保組合については、規制緩和等を通じて、再編・統合を進める。また、同一都道府県内における健保   

組合の再編・統合の受け皿として、企業・業種を超えた地域型健保組合の設立を認める。  

（平成18年10月）  

・健保組合の約8割l享概ね県内単位で設立  

・保険料率を高くせざるを得なかったり、小規模なため、安定した保倹運営が困難な健保組合について、再  

編・統合の受け皿を整備することが必要  

地域型健保を設立し、その後5年間は不均「な保険料率を設定することを認めることとする。  

○生活習慣病の予防についての保険者の役割を明確化し、被保険者・・被扶養者に対する効果的■効率的   

な健診・保健指導を義務づけるなど、本格的な取組を展開する。  （平成20年4月）  

・健保組合の一般保険料率は、30％0から95‰0の範囲内で健保組合が決定  

一健診・保健指導を義務づける羊とによる保健事業費の支出の増加に対応できるよう、一般保険料率の上  

限値を引き上げることが必要  

健保組合＿の一般保候料率の上限値を95％0から100％○に引き上げることとする。   



4 中医協の見直し   



中央社会保険医療協議会の見直し（平成19年3月施行）  

○ 委員構成の見直し  

【現 行】  

「支払側Ⅰ診療側委員8名、公益委員4名」  

【改正後】  

「支払側・診療側委員7名、公益委員6名」   

これに併せ、公益委員の主導的役割についての規   

定を設ける。  
l‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾蠣‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾  

■・公益委員は、会議の日程、議題等、中医協の運営に関す三  
る事項について協議を行い、支払側委員、診療側委員はそ…  

の協議の結果を尊重  

：・診療報酬等に係る答申等を行う場合には、あらかじめ公  
益委員が診療報酬等の実施の状況について検証を行い、  

その結果を公表  

○ 団体推薦規定の廃止  

【改正後】  

団体堆薦規定廃止  

これに併せ、委員任命に当たっての、地域医療を担  

う関係者等の意見の配慮に関する規定を設ける。  

【現 行】  

支払側、診療側委員任命に当たっての  
関係団体の推薦規定  

：・保険者等を代表する委員の任命に当たっては、医療に要：  
する費用を支払う者の立場を適切に代表し得ると認められ  

る者の意見に、医師、歯科医師及び薬剤師を代表する委：  
員の任命に当たっては、地域医療の担い手の立場を適切  
に代表し得ると認められる者の意見に、それぞれ配慮   



5 療養病床の再編成   



∵・■増額  

＿療養病床の現状  

○ 療養病床の入院患者のうち医師の対応がほとんど必要ない人が概ね5割  

○ 医師による直接医療提供頻度  

6El：≧■1時W体制 t＝■1日勲ニ【亘Il≡ヨ七日 巴1ヨ■2一－・さⅠ司裾已廣l＝コう遅■1【亘l観月IE ■lヨ巳とノし′ど必 ‡ なしl：コ舞托【≡】昔  

〔中医協「慢性期入院医療実態調査」（平成17年11月11日中医協資料）〕  

○ 医療保険適用、介護保険適用、それぞれに入院する患者の状態  
医療保険適用、介薫蔓保険適用」それぞれlこ入院する患者の状態  

介苫妻保険適用の療‡病床  
平成18年3月  

医療保険適用の療養病床  
平成16年3月  

0％  10％   20％  30％   40％   50，‘   60％   70％  ・80％   90％  100％  

■■病状カモ不安定で常時医学的管理を要する  
●病1犬lま安定してしヽるカヾ容態の急変カt起きやすしヽ  
⊂コ容！阪急変の可能性は催しヽ力｛一定の医学的管理を要する  
E＝蛮ほ阪急変の可能性は低く福祉施1疫や住宅によって対応できる  
l■その他  
■l一回著  

〔医療撞済研究機構「療養病床における医療提供体制に関する調査」（平成16年3月）コ   
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附 則（検討）  

二  

3 政府は、入所者の状態に応じてふさわしいサービスを提供する観   

点から、介護保険法第八条第二十声項に規定する介護老人保健施設   
及び同条第二十四項に規定する介護老人福祉施設の基本的な在り方   

並びにこれらの施設の入所者に対する医療の提供の在り方の見直し   
を検討するとともに、介護保険施設等の設備及び運営に関する基準   
並びに利用者負担の在り方等について検討を加え、その結果に基づ   
いて必要な措置を講ずるとともに、地域における適切な保健医療   
サービス及び福祉サービスの提供体制の整備の支援に努めるものと   

する。   



参考   



医療給付費の将来見通し  
（医療制度改革案ベース、平成18年1月）  

2006年度  

（平成18）  
2010年度   2015年度   2025年度  

予算ベース  
（平成22）   （平成27）   （平成37）   

改革案  27．5兆円   31．2兆円   37兆円   48兆円  

国民所得比   7．3％   7．4％ ～ 7．7％   臥0％ ～ 8．5％   8．8％ ′〉 9．7％  

GDP比   5．4％   5．4％ ′－ 5．6％   5．8％ ～‘6．1％   6．4％ ′〉 7．0％   

改革実施前  28．5兆円   33．2兆円   40兆円   56兆円  

国民所得比   7．6％   7．9％ ′－ 8．2％   8．7％ ′－ 9．2％   10．3％ ′〉 11．4％  

GDP比   5．5％   5．8％ ′－ 5．9％   6．3％ 一－ 6．6％   7．5％ ～ 臥2％   

国民所得  375．6兆円   403 ～ 420兆円   432 ～ 461兆円   492 ～ 540兆円   

GDP  513．9兆円   558 ～ 576兆円   601～ 634兆円   684 ～ 742兆円   

（試算の前提）  

1．「改革実施前」は、平成18年度の診療報酬改定及び健康保険法等改正を実施しなかった場合を起算点とし、1人当たり医療費の伸びについて   
は従前通り、70歳未満2．1％、70歳以上3．2％と設定して試算している。  

2．「改革案」は、平成柑年度予算を起算点とし、平成18年度の診療報酬改定及び健康保険法等改正の効果を織り込んで試算したもの。  

3．国民所得比及びGDP比の算出に用いた名目経済成長率は、2011年産までは「改革と展望2005（案）」参考試算、2012年度以降は平成16年年金   
財政再計算の前提を用いて、「基本ケース」及び「リスクケース」の2つのケースを設定している。  

名目経済成長率の推移  
2006  2007  2008  2009  2010  2011  2012～   

基本ケース  2．0％  2．5％  2．9％  3．1％  3．1％  3．2％  1．6％   
リスクケース  2．0％  1．9％  2．1％  2．2％  2．1％  2．2％  1．3％  



医療制度改革を実施した場合の総合的な財政影響  

①平成柑年度の診療報酬改定及び健康保険法改正を実施しなかった場合の財政負担（平成20年度）  

（75歳未満）  （75歳以上）   公糞  
医療保険計  

政管健保   健保組合   共済組合   市町村園保   ‘後期高齢者  国庫   都道府県   市町村   

所要保険料（億円）   60．900   53．000   18．500   32．900   8，800   178，200   77．300   17．000   10．700   

加入者数（万人）   3，400   2，800   900   3．800   1，300   12．700  

加入者1人当たリ  

所要保険料（万円）   
17，9   18．9   20．5   8．6   6．7   14．1   

※所要保険料は、医療給付費を賄うために必要な保険料である。  
※高齢者の所要保険料については、各制度の所要保険料のうち、高齢者が負担することとなる分を推計した。  
※一般制度は、75歳以上の高齢者に係る分を除いている。  

②上記の改定及び改正を実施した場合の財政負担（平成20年度）  

後期高齢者   公 費  
政管健保   健保組合   共済組合   市町村国保   医療制度   医療保険計  国 庫   都道府県   市町村   

所要保険料（億円）   57．400   5乙400   17，500   30．500   8，100   169．900   71，600   16，500   10，100   

加入者致（万人）   3，400   2，800   900   3，800   1，300   12．700  

加入者1人当たり  

所要保険料（万円）   
16．9   18．7   1∈I．4   7．9   6．1   13．4   

②－①財政影響  

後期高齢者  公 費  
政管健保   健保組合   共済組合   市町村国保  医療制度   医療保険計  国 庫   都道府県   市町村   

所要保険料（億円）   △3，500   △600   △1．000   △2．500   △800   △8，300   △5．700   △500   △600   

加入者1人当たり  

所要保険料（万円）   
△1．0   △0．2   △1．1   △0．7   △0．6   △0．7  


